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株券担保貸株取引による権利救済スキームの実施について 

 

 

 日本証券業協会、東京証券取引所及び日本証券クリアリング機構を事務局とする「株式等の決済

期間の短縮化に関する検討ワーキング・グループ」（以下「WG」といいます。）において、フェイル

の発生により権利確定日において有価証券を受領できなかった顧客（以下「被フェイル顧客」とい

います。）の権利を確保する方策の検討が行われてきました。この結果、2019 年 7 月 16 日に予定

されている株式等の決済期間の短縮化後、当社が貸借取引に伴う融資の担保として証券会社から受

け入れている有価証券を貸し出すとともに、当該有価証券を同時に担保として受け入れることで、

被フェイル顧客の株主権を確保するスキーム（株券担保貸株取引による権利救済スキーム）を導入

することとなりました。 

当社は、株式等の決済期間の短縮化後のフェイルの増加懸念への対応のため、被フェイル顧客の

権利確保のため当スキームを実施することを WG において提案し、検討に参加してきました。当ス

キームの実施を通じて、株式等の決済期間の短縮化の円滑な実施に貢献し、引き続き証券市場の発

展に寄与して参りたいと存じます。 

なお、本件実施に伴う当社業績に与える影響は軽微であります。 
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